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運用報告書（全体版） 

次世代モビリティ社会創生株ファンド 

 

愛称：モビリティ・ライフ 

 
 

第３期（決算日：2019年８月15日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「次世代モビリティ社会創生株

ファンド」は、去る８月15日に第３期の決算を行いま

した。ここに謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／内外／株式 

信託期間 2023年２月15日まで（2018年３月16日設定） 

運用方針 

次世代モビリティ社会創生株マザーファンド
受益証券への投資を通じて、主として日本を
含む世界各国（新興国を含みます。）の自動車
関連企業の株式等（ＤＲ（預託証書）を含みま
す。）に投資を行います。 
マザーファンド受益証券の組入比率は高位を
維持することを基本とします。 
実質組入外貨建資産については、原則として
為替ヘッジを行いません。 

主要運用対象 

ベ ビ ー
ファンド 

次世代モビリティ社会創生株マ
ザーファンド受益証券を主要投
資対象とします。 

マ ザ ー
ファンド 

日本を含む世界各国（新興国を含
みます。）の自動車関連企業の株
式等（ＤＲ（預託証書）を含みま
す。）を主要投資対象とします。 

主な組入制限 

ベ ビ ー
ファンド 

株式への実質投資割合に制限を
設けません。 
外貨建資産への実質投資割合に
制限を設けません。 

マ ザ ー
ファンド 

株式への投資割合に制限を設け
ません。 
外貨建資産への投資割合に制限
を設けません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 ファンドマネージャーのコメント
 
当期の運用に主眼を置いたポイントをご説明させていた
だきます。 
 
■投資環境について 
当期の世界株式市況はわずかに上昇しました。米中間の
貿易戦争に関する不透明感などを背景に下落する場面は
あったものの、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が金融
政策に対して緩和的な姿勢に転換したことなどが下支え
要因となりました。 
 
■運用のポイント 
日本を含む世界各国の株式等のなかから、自動車産業に
おける技術革新や構造変化等によって高い成長性や競争
力などが期待される次世代自動車関連企業を選定して投
資することにより、主として中長期的な値上がり益の獲
得をめざして運用を行いました。具体的には、「中国で
の電気自動車（ＥＶ）市場の拡大」、「自動運転システ
ム高度化によるセンサー・半導体市場の拡大」、「カー
シェア・ライドシェアなど新しいモビリティサービス市
場の拡大」などに注目し、各分野で競争力があり高い成
長性を期待できる企業を選定し投資を行いました。 
期中におきましては、個別銘柄の業績動向などを検討し
たうえで、一部銘柄の売買を実施しました。具体的には、
ASML HOLDING NVやKLA CORPなどを新規に買い付
け、XILINX INCやMAGNA INTERNATIONAL INCな
どを全株売却しました。 
前記の運用を行った結果、米国の金融緩和姿勢の高まり
などを背景に為替市況が円高基調となったことに加えて、
組入上位のGEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LTの株
価が中国自動車市場の一時的な需要の落ち込みなどを背
景に下落したこと、組入銘柄のPTC INCが将来の業績目
標を2023年から2024年に後ろ倒ししたことなどから株
価が大きく下落したことなどを理由に基準価額は期首に
比べ8.1％の下落となりました。 

■運用環境見通しおよび今後の運用方針 
自動車産業においては、世界各国の環境政策や人工知能
（ＡＩ）技術の進歩などを背景に大きな変革期を迎えて
います。ＣＯ２排出ゼロに向けた自動車電動化への流れ、
ＡＩ技術の進歩による自動運転実用化への取り組み、自
動車の所有から共有への流れなどが同時進行しており、
今後ますます加速していくものと考えられます。こうし
た構造変化によって、ライドシェアのような新しいモビ
リティサービスが創出されつつあり、自動車製造におい
ては内燃機関から電池・モーターなどへの付加価値シフ
トが起こり始めています。当ファンドではこうした自動
車関連ビジネスの構造変化等から恩恵を享受すると考え
られる企業に投資を行ってまいります。 
とりわけ、世界最大の自動車市場である中国の自動車政
策に注目しています。中国政府は2019年から自動車メ
ーカーが中国で生産および輸入する台数の一定割合を新
エネルギー車にするよう義務付けています。世界最大の
自動車市場である中国の決定はＥＶ時代の本格的な幕開
けにつながると予想され、車載用リチウムイオン電池市
場の拡大などに期待しています。 

 

株式運用部
ファンドマネージャー

飯田 太郎 佐相 兼呂 石川 勝士 村山 信明 畑澤 巧
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2018年３月16日 10,000 － － － － 300 

１期(2018年８月15日) 8,995 0 △10.1 93.1 － 274 

２期(2019年２月15日) 7,836 0 △12.9 95.2 － 241 

３期(2019年８月15日) 7,202 0 △ 8.1 94.7 － 223 
 

（注） 設定日の基準価額は、設定時の価額です。 

（注） 当ファンドの値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 

（注） 設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2019年２月15日 7,836 － 95.2 － 

２月末 8,054 2.8 95.3 － 

３月末 7,803 △0.4 96.2 － 

４月末 8,374 6.9 96.4 － 

５月末 7,125 △9.1 94.2 － 

６月末 7,543 △3.7 94.5 － 

７月末 7,839 0.0 95.3 － 

(期  末)     

2019年８月15日 7,202 △8.1 94.7 － 
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 運用経過 
第３期：2019年２月16日～2019年８月15日 

当期中の基準価額等の推移について 
 
基準価額等の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。 

※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。 

第 ３ 期 首 7,836円 
第 ３ 期 末 7,202円 
既払分配金 0円 
騰 落 率 －8.1％ 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 
 
 
 
 
 
基準価額の主な変動要因 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

基準価額は期首に比べ8.1％の下落となりました。 
基準価額の動き 

組入銘柄であるCHAUN-CHOUNG TECHNOLOGY CORPや
EXPONENT INCの値上がりなどが基準価額の上昇要因となりま
した。 

上昇要因 

米国の金融緩和姿勢の高まりなどを背景に為替市況が円高基調
となったことや組入銘柄である GEELY AUTOMOBILE 
HOLDINGS LT、PTC INCの値下がりなどが基準価額の下落要
因となりました。 

下落要因 

次世代モビリティ社会創生株ファンド
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 
投資環境について 

 
株式市況 
世界株式市況は、わずかに上昇しました。 
世界株式市況は、米中間の貿易戦争に関
する不透明感などを背景に下落する場面
はあったものの、ＦＲＢが金融政策に対
して緩和的な姿勢に転換したことなどが
下支え要因となり、期を通じてはわずか
に上昇しました。 

為替市況 
主要通貨は円に対して下落しました。 
米中関係を巡る不透明感が広まったこと
やＦＲＢの金融緩和姿勢の高まりなどを
背景に、米ドルやユーロなどは円に対し
て下落しました。 

 
 
当該投資信託のポートフォリオについて 

 
次世代モビリティ社会創生株ファンド 
次世代モビリティ社会創生株マザーファ
ンド受益証券への投資を通じて、日本を
含む世界各国の株式等のなかから、主と
して自動車産業における技術革新や構造
変化等によって高い成長性や競争力など
が期待される次世代自動車関連企業に投
資を行いました。 
 
次世代モビリティ社会創生株マザー
ファンド 
日本を含む世界各国の株式等のなかから、
自動車産業における技術革新や構造変化
等によって高い成長性や競争力などが期
待される次世代自動車関連企業を主要投
資対象とし、主として中長期的な値上が

り益の獲得をめざして運用を行いました。
具体的には、「中国でのＥＶ市場の拡
大」、「自動運転システム高度化による
センサー・半導体市場の拡大」、「カー
シェア・ライドシェアなど新しいモビリ
ティサービス市場の拡大」などに注目し、
競争力があり高い成長性を期待できる企
業を選定し投資を行いました。 
組入銘柄数は45銘柄程度で推移させまし
た。当期では、個別銘柄の業績動向など
を検討したうえで、一部銘柄の売買を実
施 し ま し た 。 具 体 的 に は 、 ASML 
HOLDING NVやKLA CORPなどを新規
に買い付け、XILINX INCやMAGNA 
INTERNATIONAL INCなどを全株売却し
ました。 

 

第３期：2019年２月16日～2019年８月15日

次世代モビリティ社会創生株ファンド
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 
当該投資信託のベンチマークとの差異について 

 
当ファンドの値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 
従って、ベンチマークおよび参考指数との対比は表記できません。 
 
分配金について 

 
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。 
 
分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み） 
 

項 目  第３期 
2019年２月16日～2019年８月15日 

 当期分配金（対基準価額比率）  －（－％） 

  当期の収益  － 

  当期の収益以外  － 

 翌期繰越分配対象額  8 

 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基

準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）
 
次世代モビリティ社会創生株ファンド 
次世代モビリティ社会創生株マザーファ
ンドを主要投資対象とし、実質的な運用
はマザーファンドで行います。 
実質組入外貨建資産については、原則と
して為替ヘッジを行いません。 
 
次世代モビリティ社会創生株マザー
ファンド 
日本を含む世界各国の株式等のなかから、
主として自動車産業における技術革新や
構造変化等によって高い成長性や競争力
などが期待される次世代自動車関連企業
を選定して投資することにより、主とし
て中長期的な値上がり益の獲得をめざし
て運用を行います。 
自動車産業においては、世界各国の環境
政策やＡＩ技術の進歩などを背景に大き
な変革期を迎えています。ＣＯ２排出ゼ
ロに向けた自動車電動化への流れ、ＡＩ
技術の進歩による自動運転実用化への取

り組み、自動車の所有から共有への流れ
などが同時進行しており、今後ますます
加速していくものと考えられます。こう
した構造変化によって、ライドシェアの
ような新しいモビリティサービスが創出
されつつあり、自動車製造においては内
燃機関から電池・モーターなどへの付加
価値シフトが起こり始めています。当フ
ァンドではこうした自動車関連ビジネス
の構造変化等から恩恵を享受すると考え
られる企業に投資を行ってまいります。 
とりわけ、世界最大の自動車市場である
中国の自動車政策に注目しています。中
国政府は2019年から自動車メーカーが中
国で生産および輸入する台数の一定割合
を新エネルギー車にするよう義務付けて
います。世界最大の自動車市場である中
国の決定はＥＶ時代の本格的な幕開けに
つながると予想され、車載用リチウムイ
オン電池市場の拡大などに期待していま
す。 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

 
１万口当たりの費用明細 

 
項目 

 当期 
項目の概要 

 金額（円）  比率（％）

(ａ)信 託 報 酬  65  0.834 (ａ)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（期中の日数÷年間日数）

 ( 投 信 会 社 )  (31)  (0.403) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
 ( 販 売 会 社 )  (31)  (0.403) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
 ( 受 託 会 社 )  (2)  (0.027) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料  2  0.026 (ｂ)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 ( 株 式 )  (2)  (0.026)  

(ｃ)有価証券取引税  0  0.003 (ｃ)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 ( 株 式 )  (0)  (0.003)  

(ｄ)そ の 他 費 用  4  0.049 (ｄ)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 ( 保 管 費 用 )  (3)  (0.043) 有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用
 ( 監 査 費 用 )  (0)  (0.002) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 
 ( そ の 他 )  (0)  (0.005) 信託事務の処理等に要するその他諸費用 

合  計  71  0.912  

期中の平均基準価額は、7,756円です。  

 
（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を

含む）は、追加・解約により受益権口数に変動が
あるため、簡便法により算出した結果です。 

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。 

（注）売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費
用は、このファンドが組み入れている親投資信託
が支払った金額のうち、当ファンドに対応するも
のを含みます。 

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除し
て100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未
満は四捨五入してあります。 

2019年２月16日～2019年８月15日

次世代モビリティ社会創生株ファンド
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

（参考情報） 
■総経費率 
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有
価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じ
た数で除した総経費率（年率）は1.78％です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 
（注）前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。 

 

次世代モビリティ社会創生株ファンド

― 9 ―

03_コメント-費用-TER_10pt_785057.indd   903_コメント-費用-TER_10pt_785057.indd   9 2019/09/26   10:48:142019/09/26   10:48:14



品 名：04_90003_253177_003_02_次世代モビリティ社会創生株ファンド_785057.docx 

日 時：2019/9/26 10:49:00 

ページ：10 
 

― 10 ― 

次世代モビリティ社会創生株ファンド

○売買及び取引の状況 (2019年２月16日～2019年８月15日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
次世代モビリティ社会創生株マザーファンド 283 209 1,610 1,293 

 
 
 

○株式売買比率 (2019年２月16日～2019年８月15日) 

 

項 目 
当 期 

次世代モビリティ社会創生株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 36,049千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 229,544千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.15   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2019年２月16日～2019年８月15日) 

 

＜次世代モビリティ社会創生株ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜次世代モビリティ社会創生株マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
為替直物取引 18 3 16.7 15 － － 

平均保有割合 100.0%       
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とはモル
ガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2019年２月16日～2019年８月15日) 

期首残高(元本) 当期設定元本 当期解約元本 期末残高(元本) 取引の理由 

百万円 百万円 百万円 百万円  
300 － － 300 当初設定時における取得 

 

○組入資産の明細 (2019年８月15日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

次世代モビリティ社会創生株マザーファンド 302,932 301,605 222,071 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2019年８月15日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

次世代モビリティ社会創生株マザーファンド 222,071 98.6 

コール・ローン等、その他 3,072 1.4 

投資信託財産総額 225,143 100.0 
 

（注） 次世代モビリティ社会創生株マザーファンドにおいて、期末における外貨建純資産（176,918千円）の投資信託財産総額（222,072千円）

に対する比率は79.7％です。 

（注） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは

以下の通りです。 

１アメリカドル＝106.05円 １ユーロ＝118.13円 １香港ドル＝13.53円 100インドネシアルピア＝0.75円 

100韓国ウォン＝8.73円 １ニュー台湾ドル＝3.38円 １オフショア元＝15.05円  

 

 

親投資信託残高 
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次世代モビリティ社会創生株ファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年８月15日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 225,143,666   

 コール・ローン等 3,071,848   

 次世代モビリティ社会創生株マザーファンド(評価額) 222,071,818   

(B) 負債 2,002,392   

 未払信託報酬 1,998,451   

 未払利息 2   

 その他未払費用 3,939   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 223,141,274   

 元本 309,836,106   

 次期繰越損益金 △ 86,694,832   

(D) 受益権総口数 309,836,106口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 7,202円 

 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 308,712,275円 

期中追加設定元本額 1,180,933円 

期中一部解約元本額 57,102円 

また、１口当たり純資産額は、期末0.7202円です。 

○損益の状況 (2019年２月16日～2019年８月15日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △       589   

 支払利息 △       589   

(B) 有価証券売買損益 △17,615,752   

 売買益 33,119   

 売買損 △17,648,871   

(C) 信託報酬等 △ 2,002,394   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △19,618,735   

(E) 前期繰越損益金 △65,841,593   

(F) 追加信託差損益金 △ 1,234,504   

 (配当等相当額) (       7,320)  

 (売買損益相当額) (△ 1,241,824)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △86,694,832   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △86,694,832   

 追加信託差損益金 △ 1,234,504   

 (配当等相当額) (       8,615)  

 (売買損益相当額) (△ 1,243,119)  

 分配準備積立金 243,524   

 繰越損益金 △85,703,852   
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は86,694,832円です。 

③分配金の計算過程 

項 目 
2019年２月16日～ 
2019年８月15日 

費用控除後の配当等収益額 243,524円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 

収益調整金額 8,615円 

分配準備積立金額 －円 

当ファンドの分配対象収益額 252,139円 

１万口当たり収益分配対象額 8円 

１万口当たり分配金額 －円 

収益分配金金額 －円 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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